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研究ノート

中小企業のグローバル展開： 分析による株式会社新潟クボタの事例より

Globalization of Small and Medium Enterprises: A Case Study of Niigata Kubota Corporation 
Based on CAGE Analysis 

内田亨・飯沼亜里紗†・隅田史人†・靏巻瑠斗†

Toru Uchida, Arisa Iinuma, Fumito Sumita, Ryuto Tsurumaki 

要約 
本稿では、ローカル企業である株式会社新潟クボタを対象とし、モンゴル国へのグロー

バル展開を フレームワークにより分析する。研究方法は同社ホームページなど二次資

料及び半構造化インタビューである。その結果、 フレームワークにおいていずれも距

離（違い）が近い側面は少なく、むしろ遠いことが示唆された。しかし、次のような距離

（違い）を克服することによってモンゴル国へのグローバル展開を成功させていることが

明らかになった。それは、文化的要因には「実業家や国の有力者に日本米の良さを訴求」

「現地従業員を新潟で研修し、技術力やワークスタイル伝授」。行政的・政治的要因には

「政府とのつながりが強い企業と合弁」「 で提供したトラクタの高評価」。地理的要因

には「メキシコの畑作市場で販売していたトラクタをモンゴル仕様で提供」「玄米で輸送、

現地にて精米による品質確保」「まとまった台数を一度に輸出することによって輸送コス

ト削減」。経済的要因には「アフターサービスによる顧客との関係強化」である。 
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１．本研究の背景と目的 
わが国では人口減少により多くの市場がシュリンクしている。特に国内市場をターゲッ

トとしたローカルの中小企業にとっては、危機感がある。だからといってむやみにグロー

バル展開をするという意思決定には、問題もある。そこで本稿では、ローカルの中小1企業

をとりあげ、 の フレームワークによりグローバル展開の事例研究をす

る。 フレームワークは、企業が母国と進出先国との距離（違い）を４つの側面で測定

する。距離（違い）が大きければ大きいほど、リスクは大きくなり、成功の機会は少なく

なる。企業は、グローバル展開する前に、リスクと成功の可能性を評価する必要がある。

本事例研究によって、今後のグローバル展開を検討している中小企業に示唆を与える。 
 

２．本研究の研究対象・方法及び分析のフレームワーク 
本研究の研究対象・方法

本稿では、グローバル展開をするうえで、本国と進出先国の違いを の フレ
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今回取り上げる事例企業、株式会社新潟クボタは、定義として確立してはいないが「中堅企業」といえる。
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ームワークによって分析する。

研究対象は新潟市に本社を置く株式会社新潟クボタ（以下新潟クボタと記す）とし、研

究方法は、二次資料及び半構造化インタビューによって進めていく。

の フレームワーク

企業がグローバル展開をするうえでは、まず母国と進出先国との違いを理解しておく必

要がある。これには、 の フレームワークを使用して分析することが一つのア

プローチである。 は、今日の国際的な状況においても各国の明確な違いが存在する

ため、企業がグローバル展開を検討する際にはこれらの違いを考慮すべきだと主張してい

る。彼はこの違いを分析するために フレームワークを提案した。 フレームワーク

は、文化的要因（ ）、行政的および政治的要因（ ）、

地理的要因（ ）、経済的要因（ ）の つの側面における「距離（違い）」

を指している。そして、 は、「地理的な要素だけでなく、文化的、行政的・政治的、

経済的な要素も含めて距離の影響を分析するべきである。これらの要素の違いが大きけれ

ば大きいほど、対象となる外国市場のリスクは高まる。逆に、これらの要素が似ていれば

大きな成功の可能性がある」2と述べている。 フレームワークを図表１に記す。 
 

図表１ CAGE：距離のフレームワーク

 文化的な距離 行政的・政治的な距離 地理的な距離 経済的な距離

距
離
を
生
み
出
す
特
性

⚫ ● 異なる言語 

⚫ ● 異なる民族   

⚫  性、紐帯とな  

⚫  る民族性や  

⚫  社会的ネット 

⚫  ワークの欠如 

⚫ ● 異なる宗教 

⚫ ● 異なる社会 

⚫  規範 

⚫ ● 旧植民地と旧宗主国 

⚫  の関係、あるいは旧植  

⚫  民地同士の結びつきの  

⚫  欠如 

⚫ ● 共通の通貨あるいは 

⚫  政治的同盟がない政治  

⚫  的な対立関係 

⚫ ● 政府の方針 

⚫ ● 未整備な社会制度 

⚫ ● 物理的な隔たり 

⚫ ● 国境を接して  

⚫  いない 

⚫ ● 海・川からのア 

⚫  クセスがない 

⚫ ● 国の大きさ 

⚫ ● 交通の便や通 

⚫  信状況が悪い 

⚫ ● 気候の違い 

⚫ ● 消費者の所得レベルの違い 

⚫ ● 以下のコストおよび質の違い 

・天然資源 

・資金的資源 

・人的資源 

・社会的インフラ 

・仲介者のインプット 

・情報あるいはナレッジ（知識） 

出典：スコフィールド素子 ページを筆者改変

 
３．新潟クボタの事例研究

研究対象の概要

新潟クボタは、 年設立され、新潟県を拠点にした農業機械販売企業として事業を展

開している。主にクボタ農業機械、エンジン、農業用施設機械の販売および修理、コメの

販売を行っている。同社の農機具は高品質かつ耐久性に優れ、サービスも充実しており、

緻密な修理や点検も提供している。

企業規模としては、資本金 億 千万円で、売上高 億円、社員数 名となっている。

また、地域社会への貢献活動や地域の振興にも注力し、地元の人々に愛される企業として

認識されている。
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図表２ 新潟クボタプロファイル

会社名 株式会社新潟クボタ 設立年月 年 昭和 年

資本金 億 千万円 事業内容 クボタ農業機械販売・米輸出

売上高 億円 年実績 営業利益 ―

社員数 名 年 月 日 平均年齢 歳

出典：株式会社新潟クボタ より筆者作成

グローバル展開の契機

新潟クボタの吉田至夫前社長は、新潟経済同友会の代表幹事をしており、もともと人脈が広

かった。そのためグローバル展開の過程については、その人脈を活かしてモンゴル国の名誉領事

館を通してモンゴル国の視察をし、同国の実業家や有力者と交流を深めたことが契機となった3。

そこで目にしたものは、モンゴル国では、コメが多く消費されているのにも関わらず、全て輸入

に頼っているということである。こうした状況から、吉田前社長はコメ輸出でモンゴル国に進出

することに意思決定した。新潟クボタ 氏によれば、吉田前社長は現地視察をした時に次の通

り述べている。「ほとんど中国米ばっかり。日本米の進出がなかったんですよね。他の企

業もまったくやってないですね。そこに気づいて入れるかどうか」。

日本の主食用コメの需要量は 年度で一人当たり である。これに対して、モンゴル

国の 年の人口は、 万人、コメの輸入量は トンのため 、一人当たりの年間輸入

量は、 と思われる。日本の であるが、コメを自国で生産できない割にその消費量は少

なくない。吉田前社長は、日本からの輸入量が、当時皆無に等しかったため日本米の価値を訴求

していけば、他国からのシェアも奪える可能性も高いと考えた。 
 

グローバル展開の事業部

グローバル展開に携わる部署は海外事業部であり、関連会社には、図表３の通り、株式

会社新潟農商（ 年設立 以下新潟農商）、 （ 年設立）、

（ 年設立）がある。 
 

図表３ モンゴル国へのグローバル展開の過程

年 月 （株）新潟農商を設立

年 月
モンゴルの現地法人テクニック・インポート社と（株）新潟農商による合

弁会社 設立

年 月 （株）新潟農商がモンゴルに米の輸出を開始

年 月 モンゴルの現地法人テクニック・インポート社と合弁会社 設立

出典：新潟クボタホームページより筆者作成 

 

図表４に新潟クボタおよび関連会社の組織図を記す。 
 

 
新潟クボタ 氏インタビュー（ 年 月 日）

同上

農林水産省ホームページ（ 年 月 日）

在新潟モンゴル国名誉領事館ホームページ（ 年 月 日）

一般社団法人ロシア 貿易会日本モンゴル経済委員会「 年の日本の対モンゴル貿易統計」
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図表４ 新潟クボタ海外事業関連組織図

 
出典：新潟クボタ社内資料から筆者作成 

 
新潟農商は米穀の小売卸売や特定米穀の集荷、販売などを手がけており、 年現在

トンのコメを出荷している。 はモンゴルでの穀物の卸売や小売を担当

する企業であり、 はモンゴル国内の農家を対象に、株式会社クボタ（新潟

クボタの仕入れ先）のトラクタやインプルメントなどを輸入し、販売とサービス事業を展

開している 。以上述べたことを図表５に一覧表にする。

 
図表５ モンゴル国関連事業会社概要

会社名 新潟農商

設立 年 年 年

所在地 新潟市秋葉区
モンゴル国

ウランバートル市

モンゴル国

ウランバートル市

資本金 万円 ― ―

代表 小林岳洋
（当時）

伊藤公博（新潟クボタ取締役）

（当時）

事業内容

米殻の小売卸売、

特定米殻の集荷及

び販売、肥料及び

農薬の販売

食品の卸売、小

売、外国貿易

モンゴル国内の農家へクボタブランドの

トラクタ、インプルメント、サービス部

品、中古トラクタの輸入、販売とそれら

のサービス事業展開

年度

売上高
億円 ― ―

出典：新潟クボタ社内資料から筆者作成

分析

文化的要因 
モンゴル国は、稲作でなく小麦やジャガイモの畑作であり、コメは輸入している。しか

 
新潟クボタ社内資料

インプルメントとは、トラクタの後ろに取り付ける作業機のこと。草刈り用の「モア」、牧草を丸める「ベー

ラー」、種まきの「シーダー」など役割によって名称がある。農作業の現場では、トラクタ単体ではなく実際

にはインプルメントと組み合わせて使うことが多い（「牧草用加え米国刈り取り、クボタ、補助農機を拡充」

『日経産業新聞』 年 月 日 頁）。

新潟クボタ社内資料
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し、コメの消費量は少なくない。現地で流通しているコメは、インディカ米であり、日本

産はジャポニカ米であるため、食文化としては違いがある。 
また、新潟クボタは現地で工場を建て、現地人を雇用している。しかし、現地人と日本

人の働き方は違う。たとえば、現地人の場合、細かい指示をしないとやらず、一般的にの

んびりしていて納期の感覚が希薄である。 
 

行政的・政治的要因

モンゴル国政府は、中国、ロシア、ベラルーシとの結びつきが強く、これらの国から農

機具を仕入れ、安価で農家に販売しているため、企業が市場に参入することは難しい。し

かしながら、これらの国々のトラクタは長持ちしない欠点がある11。 
 

地理的要因

日本は湿潤温暖気候で稲作農耕が盛んであるが、モンゴルはステップ気候のためコメを

栽培できず、小麦やジャガイモを栽培する畑作である。そのため稲作用でなく、畑作用の

農機具が必要である。また、広大な面積を有するモンゴルでは、トラクタで大きなインプ

ルメントを牽引する必要がある。 
日本から輸出する場合、海上輸送によって中国の天津へ行き、天津からウランバートル

市まで ある。中国経由となるため、新型コロナウイルスなど不測の事態の時には、

流通がストップする。精米は鮮度が落ちやすく、温度・湿度管理が必要となるため短時間

の物流が望ましい。

 
経済的要因

モンゴル国の 年 月時点での月収は、 米ドル である。同時期の日本の月収

米ドル と比べると 以下である。そのため、高品質な新潟クボタのトラクタは高価と思

われる。 
 
４．海外市場参入における距離（違い）に対する新潟クボタの克服 

文化的要因 における克服

モンゴル国は、インディカ米を主に中国、ロシア、ベトナムから多く輸入している。こうし

たコメ自体の市場性を鑑み、新潟クボタは、実業家や国の有力者に日本米の良さを訴求し、プロ

モーションを行い、それが現地民に浸透していった14。 
また、当初、現地人と日本人の働き方の違いに驚かされた。たとえば、現地人に対して月曜

日に「金曜日までに完成させてください」というと「わかりました」と答える。そして日本のよ

うに木曜日くらいにできているか確認すると、「いや火曜日と水曜日には言われてないのでやっ

ていません」と答えが返ってくる。こうした状況を克服するために、時間管理の概念から教育し

た15。また、現地で雇用した従業員を新潟で仕事を覚えさせ、帰国させる。こうしたサイクルを

 
新潟クボタ 氏インタビュー（ 年 月 日）

株式会社ホームページ（ 年 月 日）

同上

新潟クボタ 氏インタビュー（ 年 月 日）

同上
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クボタの仕入れ先）のトラクタやインプルメントなどを輸入し、販売とサービス事業を展

開している 。以上述べたことを図表５に一覧表にする。

 
図表５ モンゴル国関連事業会社概要

会社名 新潟農商

設立 年 年 年

所在地 新潟市秋葉区
モンゴル国

ウランバートル市

モンゴル国

ウランバートル市

資本金 万円 ― ―

代表 小林岳洋
（当時）

伊藤公博（新潟クボタ取締役）

（当時）

事業内容

米殻の小売卸売、

特定米殻の集荷及

び販売、肥料及び

農薬の販売

食品の卸売、小

売、外国貿易

モンゴル国内の農家へクボタブランドの

トラクタ、インプルメント、サービス部

品、中古トラクタの輸入、販売とそれら

のサービス事業展開

年度

売上高
億円 ― ―

出典：新潟クボタ社内資料から筆者作成

分析

文化的要因 
モンゴル国は、稲作でなく小麦やジャガイモの畑作であり、コメは輸入している。しか

 
新潟クボタ社内資料

インプルメントとは、トラクタの後ろに取り付ける作業機のこと。草刈り用の「モア」、牧草を丸める「ベー

ラー」、種まきの「シーダー」など役割によって名称がある。農作業の現場では、トラクタ単体ではなく実際

にはインプルメントと組み合わせて使うことが多い（「牧草用加え米国刈り取り、クボタ、補助農機を拡充」

『日経産業新聞』 年 月 日 頁）。
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回すことで、技術力や日本のワークスタイルを身につけさせた。 
 

行政的・政治的要因 における克服

モンゴル国政府は、中国、ロシア、ベラルーシとの結びつきが強く、これらの国から安い農

機具を仕入れ、安価で農家に販売している。そのため、企業が市場に参入することは難しい。し

かし、 社は、現地法人テクニック・インポート社との合弁会社であり、テクニッ

ク・インポート社は、セメント事業をしており、インフラ系企業のため政府とのつながりが強い。

したがって、新潟クボタが単独でモンゴル市場へ参入するよりは、ハードルが低くなる。

また、モンゴル国が新潟クボタのトラクタを受け入れる土壌としては、 年に㈱クボタが

で提供したトラクタの評価が高く、 数年経った今でも稼働していることが起因している 。

現地では、「こんなに長く稼働できるトラクタがあるのか！」、「やっと 数年ぶりにクボタ

が来てくれた！」といって歓迎ムードであった 。

 
地理的要因 における克服

トラクタを販売する場合、モンゴル国では畑作用にしなければならない。稲作の場合、

土を踏み固めないような軽さが日本で求められる。しかし、畑作で求められるのは逆に重

さである。そこで、以前メキシコの畑作市場で販売していたトラクタをモンゴル仕様とし

て提供することにした。また、巨大なインプルメントを後ろにつけて作業する。これによ

って、広大な農地を耕すのに効率が良くなる18。 
一方、モンゴル国へコメを輸出するのには、長距離物流が課題となる。精米は輸送の過

程で品質が落ちてしまう。そこで、精米でなく、玄米で輸送することによって品質の劣化

を克服した。そして、新潟クボタは、現地に精米工場を建設し、現地で精米することで、

新鮮な日本米の評価が高まった19。 
他方、トラクタは輸送コストも高くつくので、まとまった台数を一度に輸出することに

よって長距離輸送コストを削減している20。 
 

経済的要因 の克服

新潟クボタの製品は、格安で販売されている他国製の農機具に比べると高価である。し

かしこれに対して、同社は品質面やサービス面に焦点を当て、アフターマーケットに力を

入れることで、差別化につなげた。というのも、他国製にはアフターサービスがない。売

りっぱなしで売って壊れたら、顧客自身で整備しなければならない。そこで同社では、

年の 月に整備工場を開設し、売り切り型ではなく、アフターマーケットにおいて顧客とつ

ながる日本式の農機具販売会社のシステムを根付かせているのである。 
 

分析における距離（違い）の隔たり克服による効果

「 分析」で述べてきた距離（違い）を図表６に記す。距離が近い事項を〇、中

 
新潟クボタ 氏インタビュー（ 年 月 日）

同上

同上

同上

同上
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距離を△、距離が遠い事項を×として項目を書きだした。母国と進出先国の距離（違い）

は、 フレームワークの分析から、距離的に近い側面が少なく、むしろ距離的に遠いこ

とがうかがえる。新潟クボタは、こうした距離が遠いという問題点を４節で述べたように、

様々な形で克服し、また克服しようとしているのである。

図表６ 分析における新潟クボタの克服

文化的な距離 行政的・政治的な距離 地理的な距離 経済的な距離

新潟
クボ
タが
直面
する
距離

×稲作でなく畑
作
〇コメの消費量
は少なくない
×品種はインデ
ィカ米輸入
×日本人と働き
方が違う

×中国、ロシア、ベラル
ーシとの結びつきが強い
×国家の市場介入（安価
な農機具の輸入販売）
〇他国のトラクタは長持
ちしない
〇農機具の輸入に関税が
かからない

×畑作用のインプルメン
ト必要
△中距離
△中国経由のため不測の
事態で時間的ロスの可能
性
×精米は鮮度維持が難し
い

×月収は日本
の 以下

新潟
クボ
タに
よる
距離
の克
服

・実業家や国の
有力者に日本米
の良さを訴求
・現地従業員を
新潟で研修し、
技術力やワーク
スタイル伝授

・政府とのつながりが強
い企業と合弁
・ で提供したトラク
タの評価が高い

・メキシコの畑作市場で
販売していたトラクタを
モンゴル仕様で提供
・玄米で輸送、現地にて
精米による品質確保
・ 年分を一度の輸出によ
って輸送コスト削減

・アフターサ
ービスによる
顧客との関係
強化

出典：筆者作成 

 
その結果、モンゴル国へのコメの輸出量は、当初の 年 トンから 年には 倍増

の トンを超えるまで拡大した 。また、モンゴルにおける日本米の パーセントは、新

潟クボタが販売する新潟米の「 （サンライス）」という商標である 。こうして、

年設立した は、 年には黒字化し、 年設立した は、

年に黒字化した 。

 
５．小括 
本稿の目的は、ローカルの中小企業をとりあげ、 フレームワークによりグローバル

展開の事例研究をし、今後のグローバル展開を検討している中小企業に示唆を与えること

であった。 フレームワークにより、母国と進出先国との距離（違い）が小さい国を選

択し、進出することが成功の確率が上がるといわれている。本事例では、 の４つの側

面で距離（違い）が小さくなかった。ところが、本事例ではこれらの大きな距離（違い）

を克服していくことによって現在までのところ成功に至っている。したがって、後付けに

はなるが、 フレームワークは、進出先国の現場を実践から学びながら、４つの側面か

らつぶさに分析していく使い方も考えられる。その分析によってたとえ大きな距離（違い）

があったとしても、それらの距離（違い）を克服する解決策を考え、顧客に提供すること
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で成功の可能性は高まるのである。付言すれば、 フレームワークは、机上ではなく実

際に現場で体験したことを落とし込んで分析することが肝要であろう。新潟クボタ 氏も次

の通り述べている。「ここは結構ポイントなのですが、だいたい日本の企業が海外にモノ

を輸出しようとすると、専門商社や総合商社を通す。そうすると、マーケットインの実践

ができない。経営者が現地に赴いて市場を見てきて、現地の人と繋がりを持つことが非常

に重要だった」 。この一つの表れが、経営者自らが見て感じたものを落とし込んで現地に

子会社作った方がいいだろうと意思決定されていることであろう。

今後、本研究をさらに深掘りし、資源ベース論である フレームワーク を用いて分析

することによって、グローバル展開を成功に導く企業内部資源を明らかにすることができ

るであろう。 
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